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平成 26 年 10 月 1 日 

各 位 

 

    

    

    

    

「「「「株式会社株式会社株式会社株式会社東京東京東京東京ＴＹＴＹＴＹＴＹフィナンシャルグループフィナンシャルグループフィナンシャルグループフィナンシャルグループ」設立の」設立の」設立の」設立のお知らせお知らせお知らせお知らせ    

 

株式会社東京都民銀行（頭取 柿﨑 昭裕）と株式会社八千代銀行（頭取 田原 宏和）は、本日、共同

株式移転の方式により、両行の完全親会社となる「株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ」を設立し、

東京証券取引所市場第一部に上場しましたのでお知らせいたします。 

 

        記 

１．株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループの概要 

① 商 号    株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ 

（英文名称 ： Tokyo TY Financial Group , Inc.） 

② 代 表 者    代表取締役会長  酒 井  勲  （八千代銀行取締役相談役） 

代表取締役社長  柿﨑 昭裕  （東京都民銀行取締役頭取） 

③ 本社所在地    東京都新宿区新宿五丁目 9 番 2 号 

④ 設 立 方 法    共同株式移転による完全親会社（持株会社）の設立 

⑤ 事 業 内 容    銀行、その他銀行法により子会社とすることができる会社の経営管理及び 

これに付帯関連する一切の業務 

⑥ 設立の目的     新金融グループのもと、高度なコンサルティング機能の共有、お客さまのニー 

ズに対応した商品・サービスの開発、地公体との更なる連携強化、重複業務

の一体運用等を推進し、お客さま満足度の向上、競争力の向上、経営の効

率化等による企業価値の向上を通じ、地域社会に貢献する。 

⑦ 資 本 金     200 億円 

⑧ 上場取引所    東京証券取引所市場第一部 

 

２．連結業績予想（平成 26 年 10 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）及び配当予想について 

   当期の通期業績予想及び平成 27 年 3 月期の期末の配当予想につきましては、精査の上、第 2 四

半期決算とともに公表いたします。 

 

３．当社グループの目指す姿と戦略 

  本ニュースリリースの別紙「東京ＴＹフィナンシャルグループの目指す姿と戦略」を参照く

ださい。 

以 上 

【本件に関するお問い合せ先】 

東京都民銀行 経営企画部広報室  TEL 03－3505－2155 

八千代銀行  経営企画部ＩＲ課   TEL 03―3352―2295 

会 社 名 株式会社東京ＴＹフィナンシャルグループ 

代 表 者 名 代表取締役社長 柿﨑 昭裕   

コード番号 7173  東証第一部 

問 合 せ 先 経営企画部長  三浦 毅 

（TEL 03－5341－4301） 



東京TYフィナンシャルグループの 

目指す姿と戦略 

2014年10月1日 



私たちが大切にしたい東京都と神奈川県を核とした 
東京圏1)の中小企業や個人のお客さまの"思い" 

東京TYFGが大事にしたいこと 

私たちは、お客さまの"思い"を預かり、"思い"をつないでいきたい 

1) "東京圏"： 東京都及び神奈川県北東部を中心とするエリアを指す 

私たちは、お客さまの"思い"を預かり、"思い"をつなぐことで、東京圏の中小企業や
個人のお客さまの仕事や暮らしを豊かにすることに貢献したいと考えている 

"融資に加えて事業計画作りに
ついても相談にのってほしい" 

"この商品を拡販するにあたり、 

有効な販路を紹介してほしい" 

"海外拠点を開設するときの 

現地の市場や法制度などの 

情報を知りたい" 
"会社を子供に引き継がせるため
に事業承継を手伝ってほしい" 

"給料日前に急にお金が必要
になったので、何とかしたい" 

"自宅を建てるので、相談に
のってほしい" 

"老後を見据えて、今のうち 

から資産運用を考えたい" 
"相続対策が必要なので、 

わかりやすく教えてほしい" 
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中小企業 
（小規模～中堅企業） 

個人 



東京圏の事業環境 

東京圏ならではの特性として、高齢化の進展や企業間連携のニーズの拡大、地方企業や 

個人の進出、オリンピックなどの都市の変化といった事業機会が存在 

1) 東京都及び神奈川県     2) 全国     3) 東京都のみ 
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 高齢化やそれに伴う企業の 

事業承継ニーズの拡大 

 中小企業の企業間あるいは産学官 

連携に関する持続的なニーズの成長 

企業の事業承継 
ニーズの拡大 • 年率1.5%で増加し、2040年には 

人口の約3割が高齢者1) 

• 社長の年齢が60歳以上かつ 
後継者がいない企業は約3割2) 

• 中小製造業約5万社1） 、 
中小サービス業約29万社1） 

が集積 

• 産学官・ベンチャー設立累計 
件数：2,000件超2) 

 オリンピックを控え、大規模な 

再開発が見込まれる東京圏 

での都市の変化 

• オリンピックの経済効果： 約4兆円3） 

• 訪日観光者の政府目標：  
 2020年に2,000万人2） 

高齢化の進展 

 今後も継続が見込まれる 

中小企業や個人の東京圏への 

進出・転居（及び起業） 

東京圏に進出する 
地方企業・個人 

• 東京・神奈川に集積する中小製造／ 

サービス業者数：共に全国の約2割 

• 東京・神奈川への20代の引越者数： 
約25万人／年 

企業間／産学官 
連携による成長 

オリンピック／ 
パラリンピック 



両行ならではの特性 
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両行は多様な顧客／外部連携先が存在する東京圏No.1の地域金融グループとして、 

中小企業向けの専門的な金融ノウハウや地公体などとの協力関係に強みを持つ 

東京圏No.1の地域金融グループになることによる 

新たな可能性 

きめ細やかなサービスを必要とする東京圏内の 

中小企業／個人向けの専門的な金融ノウハウ 

東京圏の地公体や経済団体／業界団体との 

ネットワークや新たな関係構築の可能性 

外部連携先 

多様な顧客／外部連携先が存在する東京圏に 

地盤を持つことによる肥沃な事業機会 

弁護士 

税理士 

その他専門家 

．
．
．

 

幅広いサービスラインナップ 

医療業向け融資ノウハウ 

きめ細やかな営業 

不動産融資ノウハウ 
相互に 
活用 

東京商工会議所 
などの経済団体 
との協力関係 

相模原市や町田市
などの市区町村 
との協力関係 

専門家との 
マッチング 

顧客 

マッチング機会／ 
バリエーションの拡大 

多くの潜在顧客の存在 

貸出金 
[兆円] 

預金 
[兆円] 

支店網 
[ヵ店] 

取引先数2) 
[万先] 

預り資産1) 
[千億円] 

M&A、ビジネスマッチング、
前給などの幅広いサービス 

専門チームを通じた高度な 
融資ノウハウ 

地域密着型の細やかな 
営業スタイル 

深い業界知見を活かした 
高度な融資ノウハウ 

1.4 1.8 

2.1 2.3 

84 77 

89 71 

2.9 

3.2 

4.4 

161 

160 

4.8 

1) 投資信託、公共債、保険の合計額     2) 合計値は延べ数 

1.9 

地公体や 

経済団体など 

との協力関係を 

更に拡大 

両行店舗 

東京都民銀行 

八千代銀行 



経営統合を通じて提供する価値 
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私たちは、筋肉質な収益基盤を確保し、お客さまのライフサイクルに合わせた包括的な金融
サービスの提供により、ステークホルダーの皆さまに新たな価値を還元したい 

経営統合 

中小企業や個人のお客さまにあらゆる金融サービスを提供
するパートナーとなる 

統
合
を
通
じ
て
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー 

の
皆
さ
ま
に
還
元
す
る
価
値 

金
融
パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て
の 

サ
ー
ビ
ス
の
強
化 

足
元
で
の
収
益
力
強
化 

 東京圏の事業環境や、両行ならではの特性を踏まえ、 
お客さまのライフステージ／ライフサイクルが大きく変わる時
に、融資に留まらないあらゆる金融サービスを提供 

 中小企業向け： 事業計画策定支援、ビジネス／専門家 
マッチング、事業承継支援など 

 個人向け： 資産運用支援、遺言信託、リバースモーゲージ 
など 

 上記をお客さまにワンストップサービスで提供 

足元での収益拡大／コストの最小化を通じ、筋肉質な収益 
基盤を備えた金融グループへと進化を遂げる 

 厳しい経済環境の中、リスクの適正管理と収益の安定確保を
両立した金融グループへと進化するため、収益力を徹底強化 

 営業基盤及び地域金融機能の拡充により、既存サービスを 
強化し、収益を拡大 

 経営の効率化により、事業基盤を強化し、コストを最小化 

 獲得した収益は、お客さま・株主・役職員・取引先・地域社会 
などのステークホルダーへと還元 



金融プラットフォームサービス"Club TY"の提供 

大学 

専門家 経済団体 

地公体 広域かつ地域密着で、中小企業や個人の 
お客さまに寄り添い、お客さま目線で 
お客さまのライフサイクルに応じた様々な 
金融サービスをワンストップで提供 

起業／創業 

・・・ 

金融パートナーとして提供したいプラットフォームサービス 

私たちは、お客さまのライフサイクルに応じ、ビジネスマッチング、事業承継支援、資産運用支援、
遺言信託など各種金融サービスのワンストップ提供を目指す 
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高齢化の進展 

企業の事業承継 
ニーズの拡大 

企業間連携による 
成長 

オリンピック／ 
パラリンピック 

起業／創業 成長 成熟 承継／再生 

中小企業顧客： 東京圏に立地 + 新規に起業／創業 （+ 今後東京圏に進出） 

個人顧客： 東京圏に在住／在勤 （+ 今後東京圏に転居） 

学生 新社会人 新婚 子育て世代 高齢者 

・・・ 

大学発 
ベンチャー支援 

海外進出支援 
M&A支援 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ/専門家 
マッチング 事業承継支援 

福祉施設 
向け融資 

事業計画 
策定支援 

街づくり向け 
融資 

無担保ローン 
前給 遺言信託 

リバース 
モーゲージ 

外貨預金 資産運用支援 
住宅ローン 

金融パートナーとしてのサービスの強化 



金融プラットフォームサービスの確立に向けた主な取組み 
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中小企業のお客さまへ細やかで質の高いサービスを提供すべく、店舗網の面での拡大と、
本部タスクフォースチームによる取組みの推進を図る 

法人融資専門拠点の出店 
による面での領域拡大 

タスクフォースチームの設置 
による新規取組みの強力推進 

中小企業のお客さまに細やかなサービスを提供するため、 

重点／空白エリアに法人融資専門拠点を出店するなど、 

スクラップ＆ビルドにより店舗網を面で拡大 

本部タスクフォースチームを中心に、外部連携先との提携や、 

新規取組みにおけるノウハウ・営業ツールの各店舗への 

落とし込みを推進 

東京TYFG 

外部連携先 店舗 お客さま 

営業ツールの提供や店舗への 
指導を通じて、お客さまへの 
サービス提供へ落とし込み 

外部連携先との 
提携を促進 

大学 

専門家 

経済 
団体 

地公体 

金融プラットフォーム
サービスの確立に 

向けたタスク 

フォースチーム 

23区空白エリア 

小田急線・京王線沿線 
オリンピックを 
見据えた 
湾岸エリア 

金融パートナーとしてのサービスの強化 



足元での収益拡大／コストの最小化 
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営業基盤の拡充、地域金融機能の拡充、経営の効率化により、足元での収益拡大及びコストの
最小化を徹底的に図り、筋肉質な収益基盤を構築 

地域金融機能の拡充 

営業基盤の拡充 

 医療・不動産など、両行の得意な領域における強み 

の共有を徹底することで、より多くのお客さまへの 

サービス提供を実現 

 両行固有の営業ノウハウの共有、各エリアにおける 

営業体制の最適化を通じて、行員の生産性を最大化 

経
営
の
効
率
化 

顧客基盤の拡大、 

生産性の向上により、 

足元での収益拡大 

上記以外にも、両行において足元での収益拡大／コスト最小化を継続的に推進 

店舗の効率的配置 

事務経費の集約／ 
共通化 

事務センターの 
共通化／内製化 

サブ・システムの 
共通化 

 両行の近隣店舗を集約 
（ブランチ・イン・ブランチや店舗の統廃合などにより、
2020年度までに5～10店舗の集約を想定） 

 事務センターの共通化／内製化 

 交換便／メール便の最適化を始めとする外部委託 
業務の共通化 

 勘定系以外の主要なサブ・システムの統合 
（勘定系システムの統合は今後検討） 

経営の効率化を 

追求することで、 

コストを最小化 

足元での収益力強化 

本部の効率化 
 両行の本部機能の集約により、本部人員をスリム化 
（営業部門に再配置） 



スケジュール 
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足元での収益強化は2年間で十分な成果を獲得。中長期的には金融パートナーとしてのプラット
フォームサービスの確立や更なる成長の実現に向けた取組みを推進 

経営の 

効率化 

営業基盤の
拡充 

金融パートナー 
としての 

サービスの強化 

足
元
で
の 

収
益
力
強
化
施
策 

両行のサービスをプラット 

フォーム化し、金融パートナー 

としてのサービスを確立 

両行の今ある金融サービスを 

最大限強化し、プラットフォーム化に
向けた土台を構築 

両行の強み／営業ノウハウの 

共有による収益力底上げ 

本部の効率化／事務経費や 

サブ・システムの共通化の徹底 
店舗や事務センターの共通化／最適化の推進 

地公体との協業や東京圏への 

進出のサポートを通じて、新たな 

収益機会を獲得 

更なる強み／営業ノウハウの共有の推進による収益の拡大 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2016年度 2015年度 

足元での収益強化の徹底により、 

利益を最大化 

収益強化を継続的に推進しつつ、 

新たな金融サービスを確立 

サービスの確立による収益拡大と 

新たな成長に向けたステップアップ 

地域金融 

機能の拡充 



計数目標 
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2016年までは、足元での利益確保を徹底することで165億円のコア業務純益を見込む。 

2020年においては、目指す姿の実現により、コア業務純益を200億円まで拡大 

預金残高 
（末残） 

貸出金残高 
（末残） 

当期純利益 

店舗数 

2013年度 

東京都民銀行 八千代銀行 単純合算 

2兆3,687億円 2兆791億円 4兆4,478億円 

76億円 52億円 127億円 

42億円 61億円 103億円 

77 84 161 

- - - 

2016年度 

東京TYFG 

4兆5,500億円 

3兆3,500億円 

165億円 

5億円 

2020年度 

東京TYFG 

4兆7,000億円 

3兆5,000億円 

200億円 

30億円 シナジー 

1兆4,272億円 3兆2,587億円 1兆8,315億円 

コア業務純益 

今後、追加での施策の検討・具体化を進めることで、更なるコア業務純益の拡大を目指す 


